
鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）交付要綱

（趣旨）

第１条 知事は，安定した発電が期待できる再生可能エネルギー（バイオマス,小水力，

地熱）を利用した発電設備の導入を加速させるため，予算の定めるところにより，再

生可能エネルギー発電設備の導入に必要な導入可能性調査，設備の基本設計等を行う

民間事業者に対し，予算の範囲内において補助金を交付するものとし，その交付につ

いては，鹿児島県補助金等交付規則（昭和63年鹿児島県規則第１号。以下「規則」と

いう。）に定めるほか，この要綱に定めるところによる。

（補助金の交付要件）

第２条 補助金の交付のための要件は，次のいずれかを満たすものとする。

(1) 民間事業者が県内で実施する，バイオマス,小水力，地熱を利用した発電設備の

導入に必要な計画の作成や調査を行う事業であること。

(2) 民間事業者が県内で実施する，バイオマス,小水力，地熱を利用した発電設備の

導入のための基本設計を行う事業であること。

（補助対象経費及び補助率）

第３条 補助の交付対象経費及びこれに対する補助率は，次のとおりとする。

補助の対象

補助率

対象事業 対象経費 事業主体

バイオマス発電事業 旅費，謝金， 民間事業者 １／２以内（上限200万円）

原材料費，

委託費等

地熱発電事業

小水力発電事業

（出力1,000ｋＷ以下）

２ 次の各号に掲げる者は，補助の申請をすることができない。

(1) 県税を滞納している者

(2) 鹿児島県暴力団排除条例（平成26年度鹿児島県条例第22号）第２条に規定する「暴
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力団」，「暴力団員」，「暴力団員等」及び「暴力団関係者」

（補助金の交付申請）

第４条 規則第３条の補助金等交付申請書は，別記第１号様式によるものとする。

２ 規則第３条の規定により補助金等交付申請書に添付すべき書類は，次のとおりとす

る。

(1) 事業計画書（別記第２号様式）

(2) 収支予算書（別記第３号様式）

(3) 誓約書

(4) 定款及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの（申請者が個人事業者である場

合においては，住民票の抄本）

(5) 県税の納税証明書（発行から３箇月以内のもので，現に県税の滞納がないことを

証明するもの。ただし，鹿児島県外の事業者は不要とする。）

(6) その他知事が必要と認める書類

３ 補助金等交付申請書の提出期限は，知事が別に定める日とし，提出部数は１部とす

る。

（補助金の交付の条件）

第５条 規則第５条第１項の規定による条件は，次に定めるとおりとする。

(1) 補助事業者は，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律

第179号），補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令

第255号），鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発

電設備導入可能性調査事業）交付要綱に従わなければならない。

(2) 補助事業者は、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良な

る管理者の注意をもって補助事業を行うべきこと。

(3) 補助事業者は、知事の指示するところにより、補助事業終了後、補助事業の効果

等について報告しなければならない。

(4) 補助事業者は，この補助金に係る収入，支出を明らかにした帳簿及び当該収入，

支出についての証拠書類又は証拠物を，事業終了の翌年度から起算して５年間備え，

整理保管しておかなければならない。

（決定の通知）

第６条 規則第６条の規定による補助金等の交付の決定の通知は，補助金交付決定通知

書（別記第４号様式）により行うものとする。

（補助事業の内容等の変更）

第７条 規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は，次に定めるとおりとする。

（1）補助事業の内容の変更をしようとする場合。ただし，事業目的及び事業能率に関

係がない事業計画の細部の変更等の軽微な場合を除く。

（2）補助金額の変更をしようとする場合。
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２ 規則第７条第１項の補助金等変更申請書は別記第５号様式によるものとし，同項の

規定により当該申請書に添付すべき書類は次のとおりとする。

(1) 事業変更計画書（別記第２号様式）

(2) 変更収支予算書（別記第３号様式）

(3) その他知事が必要と認める書類

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による通知は，変更承認のみ

を行う場合は変更承認通知書(別記第６号様式)により，変更承認に併せて変更交付決

定を行う場合は変更交付決定通知書（別記第７号様式）により行うものとする。

（申請の取下げ）

第８条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることのできる期間は，交付

決定の通知を受けた日から起算して10日を経過した日までとする。

（状況報告）

第９条 規則第11条第１項の規定による状況報告は，事業状況報告書（別記第８号様式）

により行うものとする。

２ 規則第11条第２項の規定により知事の承認又は指示を受けようとする場合には，あ

らかじめ中止（廃止）承認申請書（別記第９号様式）を知事に提出しなければならな

い。

（実績報告）

第10条 規則第13条の補助事業等実績報告書は，別記第10号様式によるものとする。

２ 規則第13条の規定により補助事業等実績報告書に添付すべき書類は，次のとおりと

する。

(1)事業実績書（別記第８号様式）

(2)収支精算書（別記第３号様式）

(3)支出に係る契約書，領収書その他の証拠書類の写し

(4)事業実施状況の分かる写真

(5)その他知事が必要と認める書類

３ 第１項の補助事業等実績報告書の提出期限は，事業完了の日から起算して30日を経

過した日又は当該年度の３月10日のいずれか早い日とする。ただし，県の休日に当た

るときは，その休日の前日をもってその期限とみなす。

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第11条 補助事業者は，補助事業完了後に，消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合は，消費税額及び地方消費税額の確定に

伴う報告書（別記第11号様式）を速やかに知事に提出しなければならない。

２ 知事は，前項の報告書の提出があった場合は，当該消費税等仕入控除税額の全額又

は一部の返還を命ずるものとする。

（補助金の額の確定）
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第12条 規則第14条の規定による補助金等の額の確定の通知は，補助金交付確定通知書

（別記第12号様式）により行うものとする。

(補助金の返還)

第13条 知事は，補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にそ

の額を超える補助金が交付されているときは，期限を定めて，その返還を命ずるもの

とする。

（補助金の交付）

第14条 規則第16条第１項の補助金等交付請求書は，別記第13号様式のとおりとする。

２ この補助金は，概算払により交付することができる。

３ 規則第16条第３項の概算払申請書は，別記第14号様式のとおりとする。

（雑則）

第15条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は，令和５年５月３１日から施行する。
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別記第１号様式（第４条関係） 

年    月   日 

 

 

  鹿児島県知事       殿 

 

 

               申請者 住所 
氏名                   

法人又は団体にあっては，主たる事務所の 
所在地，名称及び代表者氏名 

 

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）交付申 

請書 

 

 令和  年度において鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネ

ルギー発電設備導入可能性調査事業）を下記のとおり交付してくださるよう，鹿児島県

補助金等交付規則第３条及び鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能

エネルギー発電設備導入可能性調査事業）交付要綱第４条の規定により，関係書類を添

えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請額 金             円 

 

２ 関係書類 

(1) 事業計画書（別記第２号様式） 

 (2) 収支予算書（別記第３号様式） 

 (3) 誓約書 

(4) 定款及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの（申請者が個人事業者である場 

合においては，住民票の抄本） 

(5) 県税の納税証明書（発行から３箇月以内のもので，現に県税の滞納がないことを  

証明するもの） 

 (6) その他知事が必要と認める書類 
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第２号様式（第４条，第７条関係）                       

 

事業（変更）計画書 

 

１ 事業の目的 

 

 

 

 

 

 

２ 事業内容 

単位：円 

市町村 

（地区） 

事業主体名 

 

事業の内容 

 

事業量 

（回数等） 

事業費 

 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

   

   

計  

注 事業主体が課税業者で，消費税に係る補助金の減額がある場合は，備考欄に「減額

した金額○○○円」と記入する。 

 

３ 事業完了(予定)年月日 

  令和  年  月  日 

 

４ 添付資料 

 (1) 再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業実施計画書 

 (2) 役員等名簿 

 (3) 事業内容が把握できるもの 

 (4) その他別に定める書類 
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誓  約  書 

 

私は，下記の事項について誓約します。 

なお，鹿児島県が必要な場合には，鹿児島県警察本部に照会することを承諾し，照会で確認さ

れた情報は，今後，私が鹿児島県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意しま

す。 

 

記 

 

１ 自己又は自社の役員等が，次のいずれにも該当する者ではありません。 

(1) 暴力団員等（鹿児島県暴力団排除条例（平成 26 年鹿児島県条例第 22 号）第２条第３号に

規定する暴力団員等をいう。以下同じ。） 

(2) 自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て，暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等を利用している者 

(3) 暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを問わず，金銭，物品その

他の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維

持運営に協力し，又は関与している者 

(4) 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(5) 暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用して

いる者 

 

２ 暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人では

ありません。 

 

 

年  月  日  

 

 鹿児島県知事       殿 

 

 

                       住   所 
                       (ふりがな) 

                       氏   名                        印 

                                             法人又は団体にあっては，主たる事務 

                      所の所在地，名称及び代表者の氏名 

 

 

 （注）１  自己及び自社の役員等の名簿（裏面）を作成してください。名簿に記載されている情報は，鹿

児島県が鹿児島県警察本部に照会する際に利用することがあります。 

    ２ 「役員等」とは，次に掲げる者をいいます。 

ア 法人にあっては，非常勤を含む役員，支配人，営業所等（営業所，事務所その他これらに

準ずるものをいう。以下ウにおいて同じ。）を代表する者その他いかなる名称を有するもの

であるかを問わず法人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者 

イ 法人格を有しない団体にあっては，代表者，理事その他アに掲げる者と同等の責任を有す

る者 

ウ 個人にあっては，その者，営業所等を代表する者その他いかなる名称を有するものである

かを問わず個人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者 
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役 員 等 名 簿 

 

【商号・名称】             

                                                        年  月  日現在 

 

 

役職名 

 

（ふりがな） 

氏   名 

 

 

性別 

 

 

生年月日 

 

 

住      所 

 

〔記入例〕 
代表取締役 

 

さつま たろう 

薩摩 太郎 

 

 

男 

 

 

S33.3.3 

 

 

鹿児島市鴨池新町１０－１ 
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第３号様式（第４条，第７条，第 10 条関係） 

 

（変更）収支予算（精算）書 

 

１ 収入の部 

単位：円  

 

区  分 

 

予 算 額 

 

（精算額） 

 

（増減額） 

 

備  考 

 

県補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己資金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 支出の部 

単位：円  

 

区  分 

 

予 算 額 

 

（精算額） 

 

（増減額） 

 

備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 変更のときは，上段に当初，下段に変更の二段書とする。 
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第４号様式（第６条関係） 

番        号 

年    月   日 

 

 

                  様 

 

 

鹿児島県知事           印       

 

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）交付決 

定通知書 

 

 令和  年  月  日付けで申請のあった令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導

入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）については，

鹿児島県補助金等交付規則第４条の規定により下記のとおり交付することに決定しまし

た。 

 

記 

 

１ 補助金の額 金             円 

 

２ 交付の条件 

  鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入

可能性調査事業）交付要綱第５条に定めるとおりとする。 
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第５号様式（第７条関係） 

年    月   日 

 

 

  鹿児島県知事       殿 

 

 

               申請者 住所 
氏名                   

法人又は団体にあっては，主たる事務所の 
所在地，名称及び代表者氏名 

 

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）変更申 

請書 

 

 令和  年  月  日付け 第   号で補助金交付決定通知のあった令和  年

鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能

性調査事業）を下記のとおり変更したいので，鹿児島県補助金等交付規則第７条第１項

及び鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入

可能性調査事業）交付要綱第７条第２項の規定により，関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請額 金             円 

     （うち前回までの申請額 金     円） 

２ 変更の理由 

 

 

 

 

３ 関係書類 

 (1) 事業変更計画書（別記第２号様式） 

 (2) 変更収支予算書（別記第３号様式） 

 (3) その他知事が必要と認める書類 
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第６号様式 （第７条関係） 

番        号 

年    月   日 

 

 

                  様 

 

 

鹿児島県知事           印         

 

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）変更承 

認通知書 

 

 令和  年  月  日付けで申請のあった令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導

入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）の変更につい

ては，鹿児島県補助金等交付規則第７条第２項及び鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事

業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）交付要綱第７条第３項

の規定により承認します。 
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第７号様式 （第７条関係） 

番        号 

年    月   日 

 

 

                  様 

 

 

                      鹿児島県知事           印 

  

 

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）変更交 

付決定通知書               

 

 令和  年  月  日付けで申請のあった令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導

入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）の変更につい

ては，鹿児島県補助金等交付規則第７条第３項及び鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事

業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）交付要綱第７条第３項

の規定により承認し，下記のとおり変更決定します。 

 

記 

 

１  補助金の額  金              円 

 

２ 交付の条件 

  鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入

可能性調査事業）交付要綱第５条に定めるとおりとする。 
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第８号様式（第９条，第 10 条関係） 

 

事業状況報告（実績）書 

 

１ 事業の目的 

 

 

 

 

 

 

２ 事業内容 

単位：円  

市町村 

（地区） 

事業主体名 

 

事業の内容 

 

事業量 

（回数等） 

事業費 

 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

   

   

計  

注 事業主体が課税業者で，消費税に係る補助金の減額がある場合は，備考欄に「減額

した金額○○○円」と記入する。 

 

３ 事業完了(予定)年月日 

  令和  年  月  日 

 

４ 添付資料 

 (1) 再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業実施報告書 

 (2) 事業内容が把握できるもの 

 (3) その他別に定める書類 
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第９号様式（第９条関係） 

年    月   日 

 

 

  鹿児島県知事       殿 

 

 

               申請者 住所 
氏名                   

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）に係る 

補助事業の中止（廃止）承認申請書 

                   

令和  年  月  日付け 第  号で補助金交付決定通知のあった上記補助事業

を下記の理由により中止（廃止）したいので，鹿児島県補助金等交付規則第 11 条第２項

及び鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入

可能性調査事業）交付要綱第９条第２項の規定により承認を申請します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

２ 中止の期間（廃止の時期） 
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第 10 号様式（第 10 条関係） 

年    月   日 

 

 

 鹿児島県知事       殿 

 

 

             補助事業者 住所 
氏名                   

法人又は団体にあっては，主たる事務所の 
所在地，名称及び代表者氏名 

 

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）実績報 

告書                   

 

 令和  年  月  日付け 第   号の（変更）交付決定通知に基づき令和  年

度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査

事業）を実施したので，鹿児島県補助金等交付規則第 13 条及び鹿児島県ＧＸ推進再エネ

導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）交付要綱第

10 条の規定により，関係書類を添えてその実績を報告します。 

 

記 

 

関係書類 

 (1)収支精算書（別記第３号様式） 

 (2)事業実績書（別記第５号様式） 

 (3)支出に係る契約書，領収書その他の証拠書類の写し 

 (4)事業実施状況の分かる写真 

 (5)その他知事が必要と認める書類 
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第 11 号様式（第 11 条関係）                        

 

年    月   日 

 

 

 鹿児島県知事       殿 

 

 

             補助事業者 住所 
氏名                   

法人又は団体にあっては，主たる事務所の 
所在地，名称及び代表者氏名 

 

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）に係る 

消費税及び地方消費税額の確定に伴う報告書 

 

 令和  年  月  日付け 第   号で確定のあった令和  年度鹿児島県ＧＸ

推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）

について，鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設

備導入可能性調査事業）交付要綱第 11 条の規定により，下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金額（交付確定通知書により通知した額） 

  金           円 

 

２ 補助金の額の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額 

  金           円 

 

３ 消費税額及び地方消費税額の申告により確定した仕入に係る消費税等相当額 

  金           円 

 

４ 補助金返還相当額（３から２の額を差し引いた額） 

  金           円 

※ 別紙として精算の内訳を添付すること。 
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第 12 号様式（第 12 条関係） 

番        号 

年    月   日 

 

 

                  様 

 

 

                        

 

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）交付確 

定通知書 

 

 令和  年  月  日付けで実績報告のあった令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エ

ネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）について

は，鹿児島県補助金等交付規則第 14 条の規定により，下記のとおり確定しました。 

 

記 

 

 交付確定額 金        円 
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第 13 号様式（第 14 条関係） 

年    月   日 

 

 

 鹿児島県知事       殿 

 

 

             補助事業者 住所 
氏名                   

法人又は団体にあっては，主たる事務所の 
所在地，名称及び代表者氏名 

 

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）交付請 

求書                   

 

 

 令和  年  月  日付け 第   号の（変更）交付決定（確定）通知書に基づ

く令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発

電設備導入可能性調査事業）を交付くださるよう鹿児島県補助金等交付規則第 16 条の規

定により下記のとおり請求します。 

 

記 

 

         請求金額   金            円 

総額  

前回まで交付額  

今回請求額  

未請求額  

 

           ＜預金口座＞ 

            金融機関名 

            支 店 名   本店       支店 

            種   別   当座 ・ 普通 

            番   号 

            口座名義人 

            （フリガナ）  （         ） 
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第 14 号様式（第 14 条関係） 

年    月   日 

 

 

 鹿児島県知事       殿 

 

 

               申請者 住所 
氏名                   

法人又は団体にあっては，主たる事務所の 
所在地，名称及び代表者氏名 

 

 

令和  年度鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金 

（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）概算払 

申請書 

 

 令和  年  月  日付け 第   号で補助金交付決定のあった令和  年度鹿

児島県ＧＸ推進再エネ導入支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能性

調査事業）を鹿児島県補助金等交付規則第 16 条第３項及び鹿児島県ＧＸ推進再エネ導入

支援事業費補助金（再生可能エネルギー発電設備導入可能性調査事業）交付要綱第 14 条

の規定により，下記のとおり概算払くださるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 金           円 

事  業  費 補 助 金  概算払受領済額 今回申請額 残   額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 概算払を必要とする理由 
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